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厚生労働省老健局介護保険課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室）
各保険者介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 老健局介護保険課 

今回の内容 
 

高額医療・高額介護合算制度の 

今後のスケジュール等について 

計５枚（本紙を除く） 

 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(企画法令係･内線 2164) 

FAX : 03-3503-2167 



各都道府県介護保険担当課（室）  

各保険者介護保険課担当課（室） 

各介護保険関係団体         御中 
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高額医療・高額介護合算制度の今後のスケジュール等について（情報提供） 

 

 

 

介護保険制度の円滑な推進については、日頃より御尽力いただき厚く御礼申し上げます。  

高額医療・高額介護合算制度の今後のスケジュール等について、4月22日より順次開催

されている「長寿医療制度」都道府県ブロック会議において、当省保険局より別添の通り

お示しておりますので情報提供いたします。 



高額介護合算療養費の支給事務等に係る
今後のスケジュール等について



○ １年間（毎年８月１日～翌年７月３１日）の医療保険（長寿医療を含む。以下同じ。）と介護保険に
おける自己負担の合算額が著しく高額になる場合に、負担を軽減する仕組み。

（制度の基本的枠組み）

①支給要件 被保険者からの申請に基づき、医療保険上の世帯単位で、医療保険と介護保険の自己負担を

合算した額が、介護合算算定基準額（以下「限度額」という。）及び支給基準額（５００円）の合計額

を超えた場合に、当該自己負担額を合算した額から介護合算算定基準額を控除した額を支給す

る。

②限 度 額 年額５６万円を基本とし、高額療養費の自己負担限度額を基に、被保険者の所得・年齢区分に

応じてきめ細かく設定。

③費用負担 医療保険者（後期高齢者医療広域連合を含む。）、介護保険者の双方が、自己負担額の比率に

応じて負担し合う。

（制度のイメージ）
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⑤支給

①申請

高額医療・高額介護合算制度の概要
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○ 平成２０年４月１日から平成２１年７月３１日までの計算期間に係る高額介護合算療養費の支給申請書等の受付事務が本年８月
からスタートするところであり、今後のスケジュールは下図のとおりである。

○ 被保険者の申請漏れをできる限り防止することが必要であり、各広域連合におかれては、都道府県・市町村と連携し、すべての
市町村等の広報紙への掲載、保険料額決定通知書等へのお知らせの同封等により、被保険者に対し、本制度の周知を徹底する
ととともに、支給事務の体制等について万全を期されたい。

○ 国としても、政府広報を行うとともに、今後、支給事務等に係るＱ＆Ａ、広域連合・市町村における広報の案等を作成し、情報提
供を行う予定。

○ なお、長寿・介護とも支給事務を国保連合会に委託する場合については、国保連合会において、両制度の資格情報を突合し、
事前に支給の対象となる被保険者を把握することができるよう、標準システム等を改修することとしている。このため、こうした運
用が可能となる市町村においては、対象となる被保険者に対し、申請の勧奨を行っていただきたい。システム改修の詳細につい
ては、別途、情報提供を行う。

高額介護合算療養費の支給事務等に係る今後のスケジュール

支給額の計算及び連絡、
自己負担額証明書の交付等

支給申請書の受付

標準システムによる申請勧奨
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（※） ７０歳から７４歳の患者負担の見直し（１割→２割）の凍結の趣旨をふまえ、高額療養費の限度額の見直しについても凍結する
ことに伴い、当該見直し後の高額療養費の限度額を基にした合算制度の限度額についても変更するものとする。
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○ 初年度の平成２０年度については、計算期間の途中の４月１日から制度が施行されることから、当該期間
を同日から平成２１年７月３１日までとする（12→16ヶ月間）とともに、自己負担限度額については、通常
の額の4/3倍の額とする。

○ ただし、（経過措置の限度額により算出した支給額）＜（通常の限度額により算出した支給額）となる場
合には、通常の限度額により算出した額を支給することとする。

初年度における限度額について（経過措置）
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